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　　労務管理トピックス
医療労務管理アドバイザー（特定社会保険労務士）　

名　雪　雅　美　

政府が残業規制を強化へ…上限設定、罰則も検討

　政府は、労働者に事実上無制限の時間外労働（残業）を課すことが可能とされる労働基準法の「36（サブロク）
協定」の運用を見直し、１か月の残業時間に上限を設定する検討に入りました。
　長時間労働が少子化や、男性の家庭参加を阻む原因となっているとして、関係閣僚と有識者の「働き方改革

実現会議」（議長・安倍首相）で詳細な制度設計を議論します。

　労使が36協定を結んだ場合の残業時間の上限は、現行でも「１か月45時間」の基準が厚生労働相の告示で
定められています。ただ、例外規定があり、「特別の事情」について労使の合意があれば上限を守らなくても

よいことになっています。この例外規定の実効性を上げるために罰則規定も検討されているようです。

※36（サブロク）協定
「労働基準法36条に基づく労使協定。同法では、使用者は「１日８時間、週40時間」を超えて労働さ

せてはならないが労使が、労使協定を結び、労働基準監督署に届け出れば、時間外労働や休日出勤をさ

せることができる」ことを言う。　　　　　　　　　　　　　　（読売新聞　平成28年9月7日抜粋）

　　労務管理実務Ｑ＆Ａ
医療労務管理アドバイザー（特定社会保険労務士）　

鈴　木　秀　廣　

Ｑ１．職員またはその家族がインフルエンザに感染したため休業を命じられました。休業補償を
　請求できるのでしょうか？

Ａ１．院内感染を予防するために医療機関等が自主的な判断で休業させる場合は、医療機関等の責に帰すべき

事由による休業とみなされ、労働基準法第26条で定める休業手当を支払う必要があります。

　新型インフルエンザなど大規模な集団感染が疑われるケースなどで、保健所等の指導により休業させる場

合は、不可抗力とみなされ休業手当の請求権がないと考えることができます。

Ｑ２．インフルエンザに感染したため休業を命じられた職員が、年次有給休暇を請求してきたと
　きは認めるべきでしょうか？

Ａ２．休業を命じられた職員が年次有給休暇を請求したときは、認める必要があります。

News Letter

　　　　ご不明な点がございましたら、医療勤務環境改善支援センターまでお問い合わせ下さい。

☆詳しくは厚生労働省ホームページの下記アドレスを検索してください。
　http://www.lcgjapan.com/pdf/lb01635.pdf
　http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamphlet/
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